













に関する世論調査」における治安意識項目は、1994 年から翌 1995 年にかけて「悪い方向
に向かっている」と答える者が大きく増え、1998 年以降は「良い方向に向かっている」の
回答者を上回って現在に至っている。 


















































































とりあげる新聞は、日本『朝日新聞』、アメリカ『New York Times』、イギリス『The Times』
とする。ABC（Audit Bureau of Circulations）調査協会『新聞発行社レポート 半期（2011




『New York Times』は、同じく ABC 調査によると 2010 年 10 月から 2011 年 3 月の平日
平均発行部数は 916,911 部となっており、これは『The Wall Street Journal』（2,117,796 部）、
『USA Today』（1,829,099 部）に次ぐ全米第 3 位の数字である。しかし上位 2 誌が経済紙と
（アメリカには珍しい）全国紙であることを考えると、地方紙が中心的なアメリカにおけ
るその代表的な新聞であるといえるだろう。また、新聞社ホームページへのアクセス数で
は同紙は世界一のアクセス数を誇っており（comScore 調べ、2011 年 12 月）、その意味でも
アメリカを代表する新聞でもあるといえる。 
『The Times』は、イギリスにおける保守系の高級紙である。同じく ABC 調査では 2012









に関連して情報の整理を行ったものが表 1 である。分析対象としたのは 2011 年 11 月 27












表 1 三カ国の新聞における報道傾向概況 
 朝日新聞 New York Times The Times 
ニュース掲載面平均頁数 2.8 8.4 9.5 
１頁あたり平均記事数 7.9 3.1 2.7 
1 か月の犯罪記事総数 76 58 58 
1 か月の記事総数 677 802 869 
犯罪報道占有率 11.2% 7.2% 6.7% 
犯罪報道の平均文字数／
語数 
421.3 619.8 325.6 
※2011 年 11 月 27 日から 2011 年 12 月 26 日まで。犯罪記事のカウントにあたっては、ホワイトカラー犯
罪、企業犯罪は除いている。また、「犯罪報道の平均文字数／語数」については、『朝日新聞』は文字数を、
『New York Times』および『The Times』は語数を掲載している。 
 
このように異なる紙面構成のもとで、日本の犯罪報道は 2 から 3 ページの、記事が詰め
込まれた社会面の中に、概して 1 日に 2、3 件程度掲載されている。一方米英では、10 ペ
ージ弱の、100語程度の短報から 1000語を超すコラムまでがちりばめられたニュース欄に、
犯罪報道が概して 1 日 2 件程度掲載されている。『朝日新聞』における犯罪報道の平均文字
数は 421.3 文字、『New York Times』における犯罪報道の平均語数は 619.8 語、『The Times』
では 325.6 語である。日本語の 1 文字が英語の何語に換算できるのかを断言するのは難し



















朝日新聞 76 69.0%（51） 
暴行・傷害 9.3%（7）、窃盗 6.7%（5）、放火 6.7%（5）、強
姦・性犯罪 5.3%（4）、強盗 4.0%（3） 
New York Times 58 56.9%（33） 
強姦・性犯罪 8.6%（5）、暴行・傷害 6.9%（4）、発砲 6.9%
（4） 














表 3 三カ国の新聞における犯罪報道の特性 
 事件発生・逮捕 捜査 裁判・収監・釈放 論考 
朝日新聞 30.3%（23） 25.0%（19） 40.8%（31） 3.9%（3） 
New York Times 27.6%（16） 19.0%（11） 43.1%（25） 10.3%（6） 







石・岩田・藤田 2000: 100 など）。稲垣吉彦は日本の新聞報道の標準的文体は、「五Ｗ一Ｈ
を漏れなく語」（稲垣 1987: 65）ろうとするものであり、また結果を最初に述べた後にそ
の経過や雑感を逐次説明する「逆三角型文章構成」（1987: 83）になっていると指摘する。
ファン・ダイク（van Dijk 1985: 86、大石 2000: 101）のニュース言説の構造論を参照して
整理すると（図 1）、第 3 層「エピソード（事実）」、第 4 層「出来事」、第 5 層「出来事の
主要部分」に関する部分（図内では項目に影がついている箇所）に重心が置かれ、事件の















道の平均文字数（368.8 文字）に最も近い「小 2 女児、切られる 先月も付近で被害 千
葉・松戸」（2011.12.2 朝刊）を例示しておこう。 
 








現場は JR 常磐線北松戸駅から北西に約 2 キロの住宅街。付近では 11 月 18 日、今回の現場から約 2.5
キロ離れた江戸川対岸の埼玉県三郷市鷹野 3 丁目で、下校途中の女子中学生が刃物で切りつけられ、
あご付近に切り傷を負う事件があり、県警で関連を調べている」（朝日新聞 2011.12.2 朝刊） 
 
















同様の姿をした男は、11 月 5 日から行方不明になっている堺市南区の主婦 B さん（67）のキャッシ
ュカードが使われた都市銀行でも、ATM コーナーの防犯カメラに映っていた。残高を確認後、ほぼ全
額の 5 万円をおろしてすぐに店を出たという。 
府警は 6 日、この男が無職の C 容疑者（50）だとして、窃盗容疑で逮捕した。C 容疑者は『私には
知らないことです』容疑を否認しているという。 










2011年12月12日の「元警官が税務調査官の妻をクイーンズで殺害（Ex-Officer Kills His Wife, 
a State Tax Agent, in Queens, the Police Say）」という記事では、10 日の午後に発覚した事件
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 『New York Times』では「National Briefing」として、国内で起きた事件が 3、4 件程度、
100 語前後で語られる欄があり、『The Times』では名称はないものの、同様の欄で 1 日に





























多く、400 語以上費やされた記事はこの 1 か月で 5 件に過ぎない（捜査報道では 3 件）。一





らかになる―のボイスメールを『News of the World』紙の記者がそのボイスメールをハ
ッキングし、またその後に削除した結果、家族が生存を信じることになった（ボイスメー
ルの削除操作が生存の証拠だと信じた）というスキャンダルがあった。これにとどまらな
いハッキングが発覚によって、『News of the World』は既に 2011 年 7 月に廃刊となってい
るが、このことは新聞によっては、事件の発生・逮捕あるいは捜査の報道に精力を注いで
いるものがあるということを意味しているだろう。これは新聞間での報道姿勢の不統一と
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ない。たとえば、2011 年 12 月 16 日の「ローレンス君殺害事件の王立顧問弁護士は容疑者





Mark Ellison, QC, for the prosecution, said: “The first that we’ve heard of any suggestion that you can alibi 
your son for this murder today. I suggest made it up and it’s a recent thing that you have made it up.” 
Mrs. Norris said: “I haven’t made nothing up.” 
Mr. Ellison: “There’s not been a breath uttered until today that you were in a position to give your son an 
alibi.” 













まず表 4 からは、表 1 で扱った三カ国の代表的新聞の傾向を再認することができる。日
本では 2 から 3 頁強程度の社会面に多くの記事が詰め込まれ、一方で米英は諸々の国内ニ
ュースを扱う欄に、頁あたり 2 件弱から 3 件強の記事が掲載され、各個の出来事がより詳
細に検討される。とはいえ、イギリスの場合は『The Guardian』と『Daily Mail』の間でニ
ュース欄の頁数が 3 倍以上開いている。翻って日本をみると、社会面の構成自体に関して
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 「Secret Tape Exposes Lawrence Defendant's Racist Obscenities」（2011.12.14）。 
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表 4 三カ国における代表的新聞の報道傾向概況 











読売新聞 全国紙 9953031 2.7  24.4  9.0  17 9.9% 
朝日新聞 全国紙 7713284 2.9  21.0  7.4  12 8.2% 
毎日新聞 全国紙 3421579 2.0  16.0  8.0  11 9.8% 
中日新聞 ブロック紙 2680535 2.7  22.7  8.4  36 22.6% 
北海道新聞 ブロック紙 1139954 3.7  30.6  8.2  35 16.4% 
西日本新聞 ブロック紙 768087 3.3  26.4  8.0  19 10.3% 
静岡新聞 地方紙 673566 2.7  31.7  11.7  46 20.7% 
神戸新聞 地方紙 554278 2.9  29.1  10.2  27 13.2% 
京都新聞 地方紙 493314 3.4  31.9  9.3  38 17.0% 
New York Times アメリカ 916911 8.0  28.3  3.5  12 6.1% 
New York Daily News アメリカ 530924 11.2  25.4  2.3  23 12.9% 
New York Post アメリカ 522874 13.8  42.9  3.1  42 14.0% 
The Times イギリス 397549 10.4  26.6  2.6  15 8.1% 
The Guardian イギリス 215988 6.1  19.4  3.2  8 5.9% 
Daily Mail イギリス 1945496 19.0  36.7  1.9  20 7.8% 
  
次に表 5 をみてみよう。表 5 からは、表 3 でみた犯罪報道の特性を再整理することがで
きる。表 3 では「事件発生・逮捕」に関する記事の割合は『朝日新聞』が最も多かったも






上述した「NYPD DAILY BLOTTER」を毎日紙面に掲載している『New York Post』では「事


























読売新聞 64.7% 5.9% 17.6% 0.0% 354.6  183.0  279.3  － 
朝日新聞 75.0% 0.0% 25.0% 0.0% 346.9  － 301.7  － 
毎日新聞 63.6% 18.2% 18.2% 0.0% 346.1  568.5  203.0  － 
中日新聞 55.6% 22.2% 22.2% 0.0% 304.4  545.8  337.3  － 
北海道新聞 71.4% 8.6% 17.1% 0.0% 264.4  408.0  443.5  － 
西日本新聞 73.7% 0.0% 26.3% 0.0% 258.1  － 295.2  － 
静岡新聞 63.0% 13.0% 21.7% 2.2% 235.0  350.8  305.2  1193.0  
神戸新聞 70.4% 22.2% 3.7% 3.7% 285.1  293.2  276.0  903.0  
京都新聞 73.7% 13.2% 13.2% 0.0% 251.5  300.8  189.2  － 
New York Times 33.3% 16.7% 41.7% 8.3% 388.3  1817.5  505.2  645.0  
New York Daily News 43.5% 17.4% 34.8% 4.3% 200.4  302.8  220.4  380.0  
New York Post 52.4% 9.5% 33.3% 4.8% 390.0  272.0  284.2  459.5  
The Times 13.3% 0.0% 80.0% 6.7% 68.0  － 301.7  232.0  
The Guardian 25.0% 0.0% 75.0% 0.0% 106.5  － 401.3  － 
































































図 3 『朝日新聞』における犯罪報道構成要素の経年比較 
                                                   





は 1 日平均 2 頁に近づいていき、記事あたりの分量もむしろ減少傾向にある。ここからい
えるのは、先の仮説は成り立たないということである。 
だが一方で、図 2 と図 3 においてともに特異な傾向が示されている年がある。1995 年で
ある（図 2 では 1983 年も特異な傾向を示しているが、これは神社本庁爆破事件の容疑者逮
捕によるものである）。1995 年の 5 月といえば、オウム真理教の起こした一連の事件につ
いて、教団幹部が相次ぎ逮捕され、教団教祖・麻原彰晃（松本智津夫）が教団施設への強
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